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茨城県内
８日	 	関東農政局によれば、茨城県産の2021年水稲収

穫量（主食用）は33.3万トンと前年に比べ▲1.4万
トンの減少、作況指数は103で「やや良」を記録

14日	 	スポーツ庁は、第1回「スポーツ・健康まちづくり」
優良自治体に、つくば市「廃校への自転車拠点・
ジオパーク中核拠点整備による地域振興プロジェ
クト」、笠間市「笠間市スケートボードの聖地プ
ロジェクト」、境町「世界レベルのスポーツ施設
等を活用した茨城県境町のまちづくり」の取組を
選定、全国で計30自治体を選定

15日	 	北関東磐越五県広域観光推進協議会（茨城、栃
木、群馬、福島、新潟）は、非接触型デジタル
スタンプラリーによる「5県周遊プレゼントキャ
ンペーン」を開始（2022年2月28日まで）、スタ
ンプを2つ以上集めた参加者には5県の宿泊券や
名産品等を抽選でプレゼント

17日	 	茨城県は、東京電力福島第1原発事故の影響で
国から出荷制限を受けていた北茨城市産のタケ
ノコについて、出荷制限が同日付で解除された
ことを公表、これにより県内20市町村へのタケ
ノコの出荷制限・自粛要請はすべて解除

20日	 	茨城県は、県が約20年振りに開発する産業用地
の正式名称を「圏央道インターパークつくばみら
い」に決定、開発面積約70.3haのうち分譲面積は
約60.5haで、2022年度に造成工事に着手し、23
年度に土地を引き渡すとしたスケジュールも公表

22日	 	国土交通省	関東地方整備局	常総国道事務所は、
東関東自動車道水戸線「潮来IC」～「鉾田IC」
間の開通予定時期が2025～26年度になる見通し
と公表、同区間が開通すれば同自動車道は全線
開通

23日	 	茨城県は、県独自の新型コロナウイルス対策指
針「茨城版コロナNext」を改定、「検査体制の
拡充」や「感染拡大市町村の取りやめ」、「ワク
チン・検査パッケージ適用による行動制限の緩
和」等を盛り込み

24日	 	農林水産省によれば、茨城県の2020年農業産出
額は4,411億円と前年に比べ＋0.4％の増加、4年
連続で全国3位、農業産出額上位3項目は1位米
（756億円）、2位鶏卵（452億円）、3位豚（397億円）

国内・国外
１日	 	OECDによれば、世界の実質経済成長率見通し

は2021年5.6％（9月見通し比▲0.1P）、22年4.5％
（同横ばい）､ 23年3.2％、日本は21年1.8％（同
▲0.7P）、22年3.4％（同＋1.3P）、23年1.1％

	9	日	 	環境省・国立環境研究所によれば、わが国の
2020年度の温室効果ガス総排出量（速報値、
CO2換算）は11.5億トンと前年に比べ▲5.1％の
減少､ 13年度に比べると▲18.4％（30年度に同
▲46％削減目標）

15日	 	米連邦公開市場委員会（FOMC）は、政策金利
誘導目標を0.0～0.25%での据置き、11月に決定
した量的緩和の縮小ペース月額約150億ドル（米
国債約100億ドル、住宅ローン担保証券〈MBS〉
50億ドル）を2022年1月から300億ドル（同200
億ドル、100億ドル）に加速等を決定

16日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、政策金利を
0.00%、中銀預金金利－0.50%での据置き、「パ
ンデミック緊急購入プログラム（PEPP）」によ
る購入量を2022年1～3月期に現在より減額し当
初予定通り3月末に終了（購入債券の満期償還
金の再投資の期限は1年延長し少なくとも24年
末まで実施）、PEPP終了の影響を緩和するため
に従来の資産購入プログラム（APP）月額購入
量を一時的に増加（22年4～6月期に月400億ユー
ロ、7～9月期は月300億ユーロ、10月以降は月
200億ユーロで必要な限り継続）等を決定

17日	 	日本銀行は、新型コロナ対応資金繰り融資支援
特別プログラムの一部修正等を決定。CP・社債
等は2022年3月末までは合計約20兆円を上限に
買入れし、その後は残高を感染拡大前の水準（CP
等約2兆円、社債等約3兆円）へと徐々に引き下
げ、中小企業向けの制度融資へのバックファイ
ナンスについては、付利金利を（0.1％→0％）、
マクロ加算残高への算入額（利用残高の2倍→利
用残高相当額）を引き下げ、期限を22年9月ま
で半年間延長（プロパー融資は現行のまま延長）

20日	 	日本銀行「資金循環統計」によれば、家計保有
の金融資産残高（2021年9月末）は1,999.8兆円
と前年同期に比べ＋5.7％の増加、株式等が	
同＋28.6％、投資信託が同＋24.0％、現金・預
金が同＋3.7％の増加

24日	 	内閣府によれば、わが国の2020年名目GDPは	
5兆397億ドルとOECD加盟国中3位（前年順位比
横ばい、世界に占める比率5.9％ )､ 1人当たり名
目GDPは同4万48ドルと同19位（前年順位比横
ばい）

経済トピックス　2021年12月

2021 年 12 月 24 日、政府は 2022 年度政府予算案を閣議
決定しました。一般会計総額は 107.6 兆円と当初予算と
しては 10 年連続で過去最大を更新しています。以下では、
この内容について説明していきます。

まず、歳出についてですが、一般歳出は 67.4 兆円と
2021 年度当初予算から＋ 4,723 億円の増加となっていま
す。このうち、社会保障関係費が 36.3 兆円、同＋ 4,393
億円と増加分のほとんどを占めていますが、夏の概算要
求時に示された、高齢化に伴う自然増＋ 6,600 億円の範
囲内におさまっています。

2022 年度当初予算は 12 月 20 日に成立した 21 年度補正
予算とともに「16 か月予算」として位置づけられ、政府は
切れ目のない予算編成により新型コロナ対策に万全を期
しつつ、「成長と分配による好循環」によって「新しい資
本主義」の実現を図るとしています。

「成長と分配による好循環」について、今回の当初予算
と照らし合わせると、成長戦略では、デジタル、グリーン、
量子、AI、宇宙、次世代半導体等の研究開発の推進等に
取り組むとする「科学技術立国」、地方からデジタルの実
装を進め、地方と都市の差を縮める「デジタル田園都市
国家構想」などに予算を措置しています。

また、分配戦略では、看護・介護・保育・幼児教育な
どの現場で働く人に対する処遇改善、デジタルなど成長
分野を支える人材育成や非正規労働者のステップアップ
支援などに予算を措置しています。

このほかの歳出として、地方交付税交付金等は 15.9 兆
円 と 同 ▲ 664 億 円 減 少 し て い ま す。 ま た、 国 債 費 は、
24.3 兆円と債務残高の増加により同＋ 5,808 億円増加し、

2 年連続で過去最高を更新しています。さらに、新型コ
ロナ感染再拡大等の予期せぬ状況変化に備えて、前年に
続き予備費を 5 兆円計上しています。

次に、歳入についてですが、税収は企業活動の本格化
により過去最高の 65.2 兆円と 2021 年度当初予算から＋ 7
兆 7,870 億円の増加を見込んでいます。12 月 23 日に閣議
決定された「2022 年度政府経済見通し」における 22 年度
の日本の実質経済成長率 3.2％を反映しています。

税収の増加に伴い、新規国債発行額は 36.9 兆円（うち
赤字国債 30.7 兆円）と同▲ 6 兆 6,710 億円の減少を見込ん
でいます。その結果、歳出をどれぐらい公債で賄ってい
るかを示す公債依存度は 34.3％と同▲ 6.6 ポイント低下
しています。また、基礎的財政収支（プライマリーバラ
ンス、PB）の赤字幅は 13.0 兆円と同▲ 7.3 兆円縮小してい
ます。

ただし、2020 年度、21 年度では、新型コロナ対応と
して大型補正予算が編成されており、21 年度の補正後の
予算総額は 142.6 兆円と 20 年度に続き大規模化していま
す。そのため、新型コロナの影響が予想以上に拡大し 22
年度についても大型補正予算が編成されれば、国債発行
額は当初予算から上振れることになります。

また、IMFによると、各国ともに新型コロナ対策とし
て大型の経済支援策によって政府債務残高は増加してい
るものの、2021 年の日本の政府債務の対GDP比は 257％
と先進国の中でも突出した規模となっています。新型コ
ロナが落ち着いた後は、財政健全化についても議論して
いく必要がありそうです。

（主任研究員　山田浩司）

経済情報ピックアップ
2022年度政府当初予算案について

 歳出 2021 年度 2022年度 増減
 一般歳出 66.9 67.4 0.5
 　社会保障関係費 35.8 36.3 0.4
　社会保障関係費以外 26.1 26.1 0.0
　新型コロナ対策予備費 5.0 5.0 -
地方交付税交付金等 15.9 15.9 ▲ 0.1
国債費 23.8 24.3 0.6
　債務償還費 14.7 15.6 0.9
　利払費 8.5 8.2 ▲ 0.3

106.6 107.6 1.0

歳入 2021 年度 2022 年度 増減
税収 57.4 65.2 7.8
税外収入 5.6 5.4 ▲ 0.1
公債金 43.6 36.9 ▲ 6.7

106.6 107.6 1.0
注：単位（兆円）。
出所：財務省「令和 4 年度予算フレーム」等より当社作成
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注１：日本は2020、21年、それ以外の国は21年が推計値。
注２：日本は、2021年度補正予算、22年度予算案によって見込まれる
　　　債務残高増加を反映していない。
出所：IMF「Fiscal Monitor」（2021年10月）より当社作成
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先進国の政府債務対GDP比
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